
 

 

令和５年度第２回岩手県公共事業評価専門委員会 

 

日 時 令和５年７月 14 日（金）９:30～12:00 

場 所 岩手県水産会館 ５階 大会議室    

 

次     第 

 

１ 開  会 

２ 挨  拶 

   小笠原専門委員長 

 

３ 議  事 

（１）公共事業の再評価について＜継続審議＞ 

  ・経営体育成基盤整備事業 星山・犬吠森地区（紫波町） 

  ・地域連携道路整備事業（地域密着型） 主要地方道花巻北上線 黒岩（北上市） 

・広域河川改修事業 一級河川北上川水系夏川ほか 油島（一関市） 

・治水施設整備事業 一級河川和賀川 大野・内ノ沢～若畑（西和賀町） 

・県単砂防事業 二級河川小本川水系 沢川目の沢（２）（岩泉町） 

（２）第３回専門委員会（現地調査）について 

 

４ 閉  会 



専門分野 備　　考

岩手大学理工学部
准教授

土木環境

伊　藤　幸　男
岩手大学農学部
准教授

林政学

小笠原　敏　記
岩手大学理工学部
教授

海岸工学 専門委員長

清　水　真　弘
清水真弘事務所
公認会計士・税理士

企業会計 Ｗｅｂ

谷　本　真　佑
岩手大学理工学部
助教

交通工学

武　藤　由　子
岩手大学農学部
准教授

農業土木
副専門委員長

欠席

（敬称略）

岩手県公共事業評価専門委員会委員名簿(五十音順)

氏　　　名 職

石　川　奈　緒



 

令和５年度第２回岩手県公共事業評価専門委員会  

配付資料一覧 

 

資料 No.１ 令和５年度第２回公共事業評価専門委員会詳細審議対象地区 位置図 

資料 No.２ 公共事業再評価詳細審議資料 

・経営体育成基盤整備事業 星山・犬吠森地区（紫波町） 

    ・地域連携道路整備事業（地域密着型） 主要地方道花巻北上線 黒岩（北上市） 

・広域河川改修事業 一級河川北上川水系夏川ほか 油島（一関市） 

・治水施設整備事業 一級河川和賀川 大野・内ノ沢～若畑（西和賀町） 

・県単砂防事業 二級河川小本川水系 沢川目の沢（２）（岩泉町） 

 資料 No.３ 令和５年度公共事業評価専門委員会 現地調査行程（案） 

参考資料   令和５年度第１回公共事業評価専門委員会の審議概要 



 



農林水産部  

県土整備部  

田野畑村

岩泉町

山田町

宮古市

大槌町

釜石市

住田町

陸前高田市

大船渡市

一戸町

九戸村

軽米町

二戸市

野田村

普代村

洋野町

久慈市

滝沢市

紫波町

岩手町

葛巻町

雫石町

八幡平市

矢巾町

盛岡市

平泉町

金ケ崎町

西和賀町
遠野市

一関市

奥州市

北上市

花巻市

,

県単砂防事業 
（沢川目の沢（２） 岩泉町） 

５ 

経営体育成基盤整備事業 
（星山・犬吠森地区 紫波町） 1 

治水施設整備事業 
（和賀川 西和賀町） 

４ 

地域連携道路整備事業（地域密着型） 
（（主）花巻北上線 黒岩 北上市） 

２  

広域河川改修事業 
（夏川ほか 一関市） 

３  

令和５年度第２回公共事業評価専門委員会詳細審議対象地区 位置図

資料 No.１  

1



 



公共事業再評価詳細審議資料 目次 

農林水産部 

番

号 
課 名 事 業 名 地 区 名 ページ 

1 農村建設課 経営体育成基盤整備事業 星山・犬吠森地区（紫波町） 3～15 

県土整備部 

番

号 
課 名 事 業 名 地 区 名 ページ 

２ 道路建設課 
地域連携道路整備事業 

（地域密着型） 

主要地方道花巻北上線 

黒岩（北上市） 
16～25 

３ 河川課 広域河川改修事業 
一級河川北上川水系夏川ほか 

油島（一関市） 
26～31 

４ 河川課 治水施設整備事業 
一級河川和賀川 

大野・内ノ沢～若畑（西和賀町） 
32～41 

５ 砂防災害課 県単砂防事業 
二級河川小本川水系 

沢川目の沢（２）（岩泉町） 
42～59 

資料No.２ 
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様式５

令和5年5月24日作成
令和5年7月 4日修正

(1) 事業目的

○解決すべき課題

   ・

・

○整備によって得られる効果

・

(2) 事業内容

・計画延長：L=670ｍ 　計画幅員：W=6.0（10.0）ｍ

(3) 整備目標等

・隘路区間の解消：670ｍ

・歩行者の安全性と快適性の向上（歩道設置延長）：600ｍ

投資事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

(1) 事業の進捗状況

ア 整備効果の発現状況

イ 未着工及び工事遅延等の理由並びに解決の見通し

ａ . ｂ . ｃ

(2) 事業計画の変更の有無及び内容

ａ . ｂ . ｃ

本路線は、花巻市と北上市を結ぶ幹線道路であり、緊急輸送道路の第2次路線に位置づけられている。
また、主要地方道一関北上線と接続し、骨格道路である国道4号を補完する北上川東岸の重要な路線で
ある。

当該区間は、急カーブ、急勾配の隘路区間となっており、安全で円滑な交通の支障となっている。
また、歩道が未整備であり、東陵中学校に通学する生徒などの安全な通行の支障となっている。

隘路区間の解消及び歩道設置により、通行車両や歩行者の安全で円滑な交通の確保を図るものである。

①理由　河川事業との連携による合併施工区間の計画変更（重複区間の縮小）に伴う道路詳細設計の修正に
時間を要するとともに、事業費が増額となったことや新型コロナウイルス感染症の流行に伴う地権者交渉
に時間を要したことから、前回再評価時から5年延伸が必要になった。

②解決の見通し(難易度）　道路詳細設計の修正が令和2年度に完了しており、地権者交渉についても進んで
いる状況である。また、県内道路事業の予算配分状況を踏まえた事業費の確保を図っていくことから、事
業完了の見通しが立っている。

○中項目評価は、道路詳細設計の修正に伴う遅延等があるものの、一定の期間を延長することにより事業の
完了が見込まれることから、「b」とした。

(うち用地費)

当初計画
総事業費
H21年

進捗率

271.4

工事
着手

(20.0) (22.0)

・ＢＢ・

地域連携道路整備事業
（地域密着型）

主要地方道花巻北上線 地区名 黒岩
くろいわ

北上市

・

担当部課名 県土整備部道路建設課

市町村

〔事業根拠法令等：  道路法第15条、第56条〕

補助・単独

62.4%

Ｃ

事
業
の
進
捗
状
況
等

中項目評価

中項目評価

○中項目評価が「b」、「b」であること
から、大項目評価を「BB」とした。

評　価 ＡＡ

550.0

前回再評価時
総事業費
H30年

624.0  国庫
(13.1)

H21年～
R3年

R5年

〔百万円〕
事
業
費

～

H26

103.5400.0
(10.0)

事業
着手

R11

R6
事業計画
期　　間

(18.0) (41.1)

公共事業　再評価調書

(うち用地費)

1,000.0
(51.2)

事 業 費 の 状 況

393.5
　県単

事業名

路線名等

事

業

概

要

Ｆ＝E/A

用地
着手

Ｅ＝B+C+D 財　　源
R4年

352.6

(うち用地費)

・現時点で計画延長670ｍのうち380ｍの整備が完了しており、一部区間において通行の安全性・快適性が向
上している。

②「ｂ」と判断した理由
○中項目評価は、金額が増額となったものの、事業内容の大幅な変更ではないため「b」とした。

Ｂ・ Ａ

【事業期間】 （変更前）令和6年度まで　 → （変更後）令和11年度まで
【事業費】　 （変更前）550百万円　→　（変更後）1,000百万円
・本事業と重複区間を有する河川事業との重複区間の変更（縮小）により、道路単独区間が増えたことに

伴う増額
・社会的要因による増額（労務費や資材単価の上昇）

H24

①変更内容

(再々評価時全体計画期間)

(再評価時全体計画期間)

(当初全体計画期間)

今回再評価時
総事業費

R5年
Ａ

H21年度 H21

127.0

H22

450 百万円
390 百万円
220 百万円
170 百万円
60 百万円

内
訳

増額費用
①道路単独区間が増えたことに伴う増額

（１）道路護岸の整備
（２）建物補償等による増額

②社会的要因による増額

22



(1) 事業に関する社会経済情勢

ア 全国の状況

・

・

・

イ 本県内の状況
・

ウ 施工地域における状況
・

ａ . ｂ . ｃ
(2) 事業に関する評価指標の推移

備　考

周
辺

緊
急

農
業

北
上

通
行

(再

いわて県民計画（2019～2028）においては、産業や観光振興の基盤となる社会資本の整備や安全・安心
を支える社会資本の整備を政策の柱として掲げている。この中で、物流の基盤となる道路の整備、観光
振興に資する道路の整備、高規格道路を補完する道路等の整備、緊急輸送道路の通行危険箇所や隘路の
解消、日常生活を支える安全な道づくりなどを推進することとしている。

5

81

（有）

2
（有）

20
5

（約56％）

（該当なし）

（履歴無）

12
（あり）

14

0
（－）

0

0
（有）

4
（現況6.7％）

3

（必要）

0
(0.46) 

前回再評価時

評　点(B)
2018(H30)

5

（緊急かつ地域形成型）

（4項目該当）

0

0
(現況6.5m)

5

事業着手時

2部分供用の有無

0

-2

15

0

（有）
0

0

0

0

0

0

今回再評価時

17

（履歴無）

0

（該当なし）

0

0

0

0

0

0
（あり）

（約56％）

0

81

熟
度

3
0

計 100 -2

12

14

83

計 15

（あり）

用地取得の
進捗状況

12
12

地元要望

14

2

20 18効
率
性

費用便益比(B/C) 20

(50％) 
22

計 15 12

（有）

(5.6)

12

(2.9)

18

(2.9)

12

10Km以内に
迂回道路

3
0

2

0
（有）

（有）

（有）

2

20

（有）

冠水対策、主要渋滞箇所、
老朽橋、通行危険箇所等 5

5 5

（有） （有）

（有）
5

15

緊
急
性

関連事業の有無 5
5 5

（4項目該当） （4項目該当）

計 20

（該当なし）

計 30 17

20

（緊急かつ地域形成型） （緊急かつ地域形成型）

　産業振興、
生活支援

15
15

過疎地域等の振興 5
0 0

重
要
性

ネットワークの
位置付け

5
5 5

17

2
0

0

（－） （－）

事故率 3
0 0

（履歴無）

（必要）

（現況6.7％） （現況6.7％）

(0.46) (0.46) 

定時性 2
0 0

混雑度

当該地区の道路整備について、花巻・一関間主要地方道改良促進協議会から要望が出ている。

（現況42ｍ）

歩道設置の必要性 3
3 3

（必要）

（現況42ｍ）

5

5 5
(現況6.5m) (現況6.5m)

5 5
社

会

経

済

情

勢

等

の

変

化

○中項目評価は、全国又は本県において、政策や事業のあり方についての議論や見直しの大きな
変化が見られないことから、「ａ」とした。

中項目評価

4 4

増　減
(B)-(A)

「被災地の復旧・復興、防災減災対策」、「社会資本の老朽化への対応」、「国民生活の安全・安心の
確保」、「生産性を向上させる社会資本整備」、「魅力ある地域づくり」等、広域な分野にわたって重
要な政策を展開している。

近年激甚化している災害により全国で大きな被害が頻発している状況から、国土強靭化基本法に基づき
平成30年12月に閣議決定された「国土強靭化基本計画」や、令和２年12月に閣議決定された「防災・減
災、国土強靭化のための５か年加速化対策」について、集中的に取り組んでいくこととしている。

広域にわたる人や物の流れを活発にすることを通じて地域を活性化することを目的として、複数都道府
県が連携して作成する広域的地域活性化基盤整備計画に基づく基盤整備事業等を推進することとしてい
る。

評価指標 配点

車道等幅員

必
要
性

曲線半径

5

（現況42ｍ）

縦断勾配

評　点
2008(H20)

評　点(B)
2023(R5)

5

※1

評　点(A)
H30

評　点(B)
R5

評価指標 配点
事業着手時 前回再評価時 今回再評価時

増減
(B)-(A)

備　考評　点
H20

必
要
性

車道等幅員 5
5 5 5

曲線半径 5
5 5

0

(現況6.5m) (現況6.5m) (現況6.5m)

5 0
（現況42ｍ） （現況42ｍ） （現況42ｍ）

縦断勾配 5
4 4 4 0

（現況6.7％） （現況6.7％） （現況6.7％）

歩道設置の必要性 3
3 3 3 0 周辺に駅、人家連担地区

将来開発計画、前後区間の
連続性（必要） （必要） （必要）

混雑度 2
0 0 0 0

(0.46) (0.46) (0.55) 

定時性 2
0 0 0 0

（－） （－） （－）

事故率 3
0 0 0 0

（履歴無） （履歴無） （履歴無）

過疎地域等の振興 5
0 0 0 0

（該当なし） （該当なし） （該当なし）

計 30 17 17 17 0

重
要
性

ネットワークの
位置付け

5
5 5 4 -1 緊急輸送道路

（緊急かつ地
域形成型）

（緊急かつ地
域形成型）

（緊急輸送路）

　産業振興、
生活支援

15
15 15 15 0 農業支援、観光支援、公共

施設アクセス、通学路
（4項目該当） （4項目該当） （4項目該当）

計 20 20 20 19

緊
急
性

関連事業の有無 5
5 5 5 0 北上川中流部治水対策事業

（黒岩地区）
（有） （有） （有）

冠水対策、主要渋滞箇所、老
朽橋、通行危険箇所等 5

5 5 5 0 通行危険箇所（車両すれ違
い困難、視距不良）

（有） （有） （有）

部分供用の有無 2
2 2 2 0

（有） （有） （有）
10Km以内に
迂回道路

3
0 0 0 0

（有） （有） （有）
計 15 12 12 12 0

効
率
性

費用便益比(B/C) 20
20 18 18 0

(3.8) (2.9) (1.9)

熟
度

用地取得の
進捗状況

3
2 2 2 0

(50％) （約56％） （約56％）

地元要望 12
12 12 12

14 14 14

0
（あり） （あり） （あり）

計 100 83 81 80 -1
(再評価時/前回再評価時)

98％

計 15
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 〇 費用便益分析

3便益 ①

その他便益 ②

修正便益 ③

総便益 ①+②+③

※費用便益分析において地域特性等考慮すべき特記事項

 〇 関連する開発プロジェクト等の状況

ａ . ｂ . ｃ

ア 動植物、地形・地質、歴史文化、景観等の状況及び岩手県自然環境保全指針による保全区分

・岩手県自然環境保全指針による保全区分 B

・希少野生動植物生息の有無

・埋蔵文化財包蔵地の有無

イ 環境配慮事項及び環境等への配慮に要する事業費

ａ . ｂ . ｃ

3,302台/日(2030)

・総合評価では、効率性の他、地域格差（公平性）を加味した修正費用便益比（修正B/C）についても考慮す
る。

道路投資の評価に関する指針（案）第1編（平成10年6月）、第2編（平成11年11月）

便
益
項
目

837.9
走行経費減少便益

1,509.0 2,104.6

751.0 1,281.5

小計(①+②)

拡張便益 1,200.2

（基準年：R5）

社

会

経

済

情

勢

等

の

変

化

費用便益分析手法:費用便益分析マニュアル（令和4年2月）

（単位：百万円）

・ Ａ

○中項目評価は、自然環境保全指針の「優れた自然」の保全区分毎の保全区分に沿って積極的な
対応をしていることから「ａ」とした。

1,193.0

・振興局公共事業等に係る希少野生動植物調査検討委員会への付議状況　：　付議している

中項目評価

○中項目評価が「a」、「a」、「a」である
ことから、大項目評価を「AA」とした。

評　価 ＣＡＡ

・整備済み区間の対応状況
・いわてレッドデータブック掲載の動植物について、移植・移動するよう委員会から意見を受
けており、2012年度(H24年度)及び2013年度(H25年度)の工事において移植・移動済みである。

・未整備区間の対応状況
・いわてレッドデータブック掲載の動植物について、該当無しと委員会から意見を受けている。
・今後においても必要に応じて有識者への聴き取りや現地調査を行い、慎重に事業を実施する。

　≪環境等への配慮に要する経費≫
・環境調査等 約 　2,400千円
・切土・盛土の植生緑化 約　 1,134千円
・再生AS合材や再生砕石を使用 約  22,966千円
合計 約  26,500千円

・北上川中流部治水対策事業（黒岩地区）

○各評価指標の評点の合計が、事業着手時の90%以上である
ことから、中項目評価を「a」とした。 中項目評価

(3) 自然環境等の状況及び環境配慮事項

あり

・ Ｂ ・

あり

(参考)修正費用便益比 B(①+②+③)/C 5.6 3.1
参考　将来交通量 3,590台/日(2030)

2,260.0 3,386.1
費用便益比(B/C) B(①+②)/C 3.8 1.9

1,195.0 1,210.3

314.0 894.3
環境改善便益 2.0 10.1

事故減少便益 2.0 1.7

総　費　用 (C) 402.0 1,097.6

時間短縮便益 302.0
10.0 54.7

維持費

（基準年：H20）

62.0 9.6

再評価時

（基準年：H30）

再々評価時 事業着手時

改築費 340.0 1,088.0

区 分

費
用
項
目

3,310台/日(2030)

2,687.1
2.9
4.4

3.2

615.8
5.6

1,172.4

893.3

583.6

29.2

1,178.0

1,793.8

612.8

577.9
34.7

24



(1) コスト縮減対策の実施状況及び今後の可能性

(2) 代替案立案の可能性

(1) 総合評価

（事業名)地域連携道路整備事業（地域密着型）　主要地方道花巻北上線　黒岩

評点

(修正B/C=3.1）

〇総合評価に係るコメント

※評価対象事業の位置図、計画平面図、標準横断図等を添付のこと。

a 80

計画変更

b b 1.9

・「事業の進捗状況等」については、事業期間を延伸したほか、別事業（河川事業）との重複区間
の変更により、道路単独区間が増えたことに伴い増額となったが、全体延長670mのうち380mが供
用済みであり、県内道路事業の予算配分状況を踏まえた事業費の確保を図っていくことから、確
実な事業推進が見込まれている。

・「社会経済情勢等の変化」については、大きな変化は見られない状況であることから、引き続き
整備を進めていく。

・以上のことから「事業継続」と評価したものである。

総

合

評

価

対応方針案

AA a a

（事業継続、見直し継続、休止、中止）

着手
年度

進捗率
(％)

(1)事業進捗状況 参考

事業継続 ・

自然環境 B/C

要 検 討
・

(2)社会経済情勢

H21

中　止

進捗状況 社会経済 評価指標

62.4% BB

コ
ス
ト
縮
減
対
策
及
び
代
替
案
立
案
の
可
能
性

・整備済み区間の実施状況
盛土材を購入土から流用土に変更 約14,000千円

合　　計 約14,000千円

①代替案として考えられる他の事業手法・工法の比較検討結果
・全体延長670mのうち380mが完了していることから、未整備区間のルートについては、前後の線形
や河川堤防との取り合いから、本ルートが最適ルートである。

②今後における代替案立案の可能性
・現時点で予想される今後の変化はないため、代替案立案の可能性はない。

完了予
定年度

R11

事業費
(百万円)

1,000

投資事業費
(百万円)

624
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53
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15
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様式５

〔事業根拠法令等：砂防法 〕

(1) 事業目的

(2) 事業内容

(3) 整備目標等

投資事業費

Ｃ

　 　

(1) 事業の進捗状況

 ア 整備効果の発現状況

 イ 未着工及び工事遅延等の理由並びに解決の見通し

ａ . ｂ . ｃ

(2) 事業計画の変更の有無及び内容

変更内容

ａ . ｂ . ｃ

計画内容

ＢＡＡ　・ Ａ

進捗率

Ｆ＝E/A

163.9

R4年

6.8

(0.0)

Ｄ

H26～H30 H26～R9

・ ＢＢ

事業
着手

H26
事業計画
期　　間

H26
用地
着手

砂防堰堤１基
渓流保全工１式

項目

計画期間

（うち用地費） （うち用地費） （うち用地費） Ｂ　R3年 Ｅ=B+C+D 財　　源

  他 0

163.9211.0

H28 H29

54.6%
  県

  国庫 0

(7.9)

公共事業　再評価調書
令和５年７月４日修正

事業名 県単砂防事業 補助・単独 担当部課名 県土整備部　砂防災害課

令和５年５月２５日作成

路線名等 地区名 さわかわめ　さわ　　 市町村 岩泉町
沢川目の沢(2)

２級河川
小本川水系
おもとがわ　　　

事
　
業
　
概
　
要

　沢川目の沢(2)は、２級河川小本川水系の土石流危険渓流である。平成25年７月豪雨により土石流が発生し、保全
対象上流部の渓流が著しく荒廃しているほか、渓床には不安定土砂が堆積しており、今後の豪雨により土砂災害発生
の恐れがある。
　砂防施設を整備することにより、保全人家５戸、及び実質的な避難路となっている町道への土砂災害を防止するこ
とができる。

・砂防堰堤　１基、渓流保全工　１式

いわて県民計画（2019～2028）第２期アクションプラン　－政策推進プラン－
　Ⅸ　社会基盤　46　安全・安心を支える社会資本を整備します
　　①　ハード対策とソフト施策を効果的に組み合わせた防災・減災対策

R9 再評価時全体計画期間

H30 （当初全体計画期間)

工事
着手

事
業
費

当初計画
総事業費
(H26年)

前回
再評価時
総事業費
(　　)

今回
再評価時
総事業費
 (R5年)A

事 業 費 の 状 況 〔百万円〕

H26年～
R5年

　 　

事
　
業
　
の
　
進
　
捗
　
状
　
況
　
等

・技術指針改訂に伴う砂防堰堤設計の見直し及び物価・労務費の高騰に伴う事業費の増、計画期間の延伸はあるが、
堰堤整備基数や計画規模に変更は無く、事業計画内容の大幅な変更ではないため「ｂ」とした。

 ○中項目評価が、「ｂ」、「ｂ」であることから、大項目
評価は「ＢＢ」とした。

中項目評価

評　価

変更後（再評価時）

砂防堰堤１基
渓流保全工１式

　総事業費 300,000千円

300.0 117.1

(7.9)

－
40.0

　

・

・渓流保全工の一部区間が完成済であり、当該区間の土砂移動抑制効果が発現されている。
・整備率を100％とするため、渓流保全工及び基幹となる砂防堰堤の整備が必要である。

①理由
・砂防堰堤構造に係る技術指針の改訂（H28.4月）により設計の見直しが必要となったこと。
・平成28年台風第10号や令和元年台風第19号災害発生に伴う災害関連砂防事業との予算調整が生じたこと。

②解決の見通し(難易度）
・砂防堰堤の修正設計について、令和６年度までに完了が見込まれる。
・災害関連砂防事業は概ね令和５年度に完了が見込まれる。

○中項目評価は、事業進捗課題となっている事項に関して現時点で解決の見込みがあり、一定の期間等を要すること
により竣工が見込まれることから「ｂ」とした。

中項目評価

Ｃ

(7.9) (7.9) 

・

当初（事前評価時）

　総事業費 211,000千円

(0.0)

～
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(1) 事業に関する社会経済情勢

 ア 全国の状況

　

 イ 本県の状況

 ウ 施工地域における状況

　

 ａ . ｂ . ｃ

(2) 事業に関する評価指標の推移

　

　

　 　 　 　 　

62

早期効果度 10

計 72 -10

15

(被害有り)

10

10

（2.2）

0

(無し)

5

(有り)

0

(3.8度)

2

8

(５戸)

10

(有り)

0

再評価時

評　点(B)

・平成23年3月11日の東日本大震災津波、平成26年8月の広島市を襲った前線による豪雨、平成27年9月の鬼怒川の氾
濫を代表とする関東・東北豪雨、平成29年7月の九州北部豪雨、平成30年7月の西日本豪雨等に見られるように、自然
災害により尊い人命や家屋等の財産が甚大な被害を受けている状況にある。
・このようなことから、着実に土砂災害対策施設等のハード整備を進めるとともに、土砂災害警戒区域等の指定や洪
水・土砂災害緊急避難地図作成等ソフト施策の充実などにより、地域全体の防災意識の醸成を図っていく必要があ
る。

渓流危険度 15

保全人家 10

備　考
評　点(A)

(被害有り)

必
要
性

増　減(B)-(A)

社
　
会
　
経
　
済
　
情
　
勢
　
等
　
の
　
変
　
化

・平成25年７月豪雨により本渓流で土石流が発生しており、地元からハード整備に関する要望が挙げられている。
・当該地は、土砂災害警戒区域等に指定済み。（H24.3.30）

中項目評価

評価指標 配点
事業着手時

0 －
(５戸)

8

保全公共施設等 10
10

0 町道
(有り)

重
要
性

市町村地域防災計画の位
置付け

5
0

0 －
(無し)

政策課題
町道が代替のない実

質的な避難路(有り)

緊
急
性

渓床勾配 5
0

0

15
0 平成25年災害

5
2

0

5
5

0

(崩壊有り)

2

(1.1m)

－
(崩壊有り)

0

－
(3.8度)

荒廃面積 5
2

－
(1.1m)

整備状況

経済性 20
10

10
10

0
（整備率80％未満）

－
（2.2）

10
H26-R9

(14年)
-10

100

効
率
性

(５年)

（整備率80％未満）

堆積土砂厚

・平成28年８月台風第10号及び令和元年10月台風第19号等により、本県においても、各地で大規模な浸水、土石流、
がけ崩れ被害が発生していることから、防災事業の必要性は高まっており、効果的な事業の推進に努める必要があ
る。
・このようなことから、県では過去の土砂災害発生箇所や要配慮者利用施設等について優先的なハード整備を進めて
いる。
・ハード整備とともにソフト施策として、住民の迅速かつ円滑な避難を誘導し尊い人命を守るため、県内約13,300箇
所の土砂災害警戒区域等の指定が図られている。また、土砂災害警戒区域外においても土砂災害が発生している状況
を踏まえ、高精度な地形情報を用いて、新たな「土砂災害が発生するおそれのある箇所」5,668箇所（令和４年９月
末時点）を抽出・公表し、今後、基礎調査を行い土砂災害警戒区域等の指定を進めることとしている。
・なお、土砂災害警戒区域等の指定は要配慮者利用施設が立地する箇所を優先実施することとしている。

86%
　

○中項目評価は、全国又は本県において、政策や事業のあり方についての議論や見直しの検討が無いことから「ａ」
とした。

（事前評価時／再評価時）

－

0
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 〇 費用便益分析

（単位：百万円）

事業費

総　費　用 (C)

人家・事業所

道路・鉄道

公共施設

農作物

人的被害（逸失利益）

営業停止

応急対策

人的被害（精神損害）

　総　便　益 (B)

※金額は、現在価値化したもの。当該事業の実事業費（再評価時）は300百万円。

 〇 関連する開発プロジェクト等の状況

ａ . ｂ . ｃ

(3)　自然環境等の状況及び環境配慮事項

 ア 動植物、地形・地質、歴史文化、景観等の状況及び岩手県自然環境保全指針による保全区分

・岩手県自然環境保全指針による保全区分 D

　 ・希少野生動植物生息の有無

・埋蔵文化財包蔵地の有無 　

・その他特記事項 　 　

 イ 環境配慮事項及び環境等への配慮に要する事業費

・振興局公共事業等に係る希少野生動植物調査検討委員会への付議状況 付議している

ａ . ｂ . ｃ

1.4

0.8

20.6

―　

2.7

310.2

198.0

78.3

313.5

313.5

92.6

 事業着手時 再評価時

　費用便益分析手法:　砂防事業の費用便益分析マニュアル（案）(R3.1)

（基準年：R5）

50.0

2.2

159.0

370.5

699.1

2.2

社
　
会
　
経
　
済
　
情
　
勢
　
等
　
の
　
変
　
化

区　　　分

なし

なし

(

直
接
被
害

)

便
益
項
目

(

間
接
被
害

)

便
益
項
目

449.0

（基準年：H25）

198.0

 

中項目評価

 
 

費
用
項
目

1.6

0.8

24.6

35.0

ＡＡ ・

○中項目評価は、自然環境保全指針の「優れた自然」の保全区分毎の保全方向に沿った対応を予定していることから
「ｂ」とした。

≪その他の環境配慮に要する事業費等≫
切土や盛土については植生による緑化を図る（Ｃ＝約5,000千円）

備考

費 用 便 益 比 (B/C)

―　

　

なし

中項目評価

 ○ 中項目評価は、各評価指標の評点合計が再評価時の80%以上90%未満であることから「ｂ」とした。

Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ

○中項目評価が「a」「b」「b」であることから、大項目評
価は「Ａ」とした。

評　価
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(1) コスト縮減対策の実施状況及び今後の可能性

　

(2) 代替案立案の可能性

(1) 総合評価

評点 B/C

BB A 62 2.2

〇総合評価に係るコメント

　

(2) 要検討、中止の場合の対応

※評価対象事業の位置図、計画平面図、標準横断図等を添付のこと。

コ
ス
ト
縮
減
対
策
及
び
代
替
案
立
案
の
可
能
性

・砂防堰堤以外については、発生源における山腹工や砂溜工等が考えられるが、渓床全般に不安定土砂が多く堆積し
ているため、対策として不十分となることや多くの費用を要する。
　土砂災害を防止する効果的な対策として、本計画以外には考えられないため、代替案はない。

　

総
合
評
価

総合評価
(対応方針案)

事業継続 ・
要 検 討

・

（事業継続、見直し継続、休止、中止）

着手
年度

a b

完了予
定年度

事業費
(百万円)

投資
事業費
(百万円)

進捗率
(％)

(1)事業進捗状況 (2)社会経済情勢

b

参考

進捗状況 計画変更 社会経済 評価指標 自然環境

bH26 R9 300 163.9 54.6 b

・事業の進捗状況等の評価が「ＢＢ」、社会経済情勢等の変化の評価が「Ａ」であることから、総合評価は「事業継
続」とする。

①再評価の総括
・本事業箇所は、土砂災害警戒区域等に指定された土砂災害のおそれがある地区であり、過去には土石流が発生して
いる状況を踏まえ、土砂災害対策施設の整備の必要性に変わりは無い。
・事業の実施や、用地取得について地元地権者等から一定の理解が得られていることや、現時点で大きな計画内容の
変更はなく、事業進捗の見通しが立っている。
・社会経済情勢の変化や評価指標等の観点からも事業継続は妥当であると判断されることから「事業継続」と評価し
たものである。

②対応方針案を「要検討(休止）｣とした理由

（事業名)県単砂防事業 　沢川目の沢(2)

中　止

・砂防施設の配置に係る複数案比較検討を行い、経済性で優位な計画とした。
・工事の実施にあたり再生骨材の使用など、使用材料のコスト縮減を図っていく。
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　県庁発（9:15）→花巻北上線黒岩→和賀川→県庁着（15:45）

　県庁発（9:30）→星山・犬吠森地区→和賀川→県庁着（15:45）

　県庁発（9:00）→星山・犬吠森地区→花巻北上線黒岩→和賀川→県庁着（16:35）

令和５年度公共事業評価専門委員会　現地調査行程（案）

【案の２】　経営体育成基盤整備事業　星山・犬吠森地区（紫波町）
　　　　及び　治水施設整備事業　一級河川和賀川（西和賀町）　を調査

【案の１】　地域連携道路整備事業（地域密着型）　主要地方道花巻北上線黒岩（北上市）
　　　　及び　治水施設整備事業　一級河川和賀川（西和賀町）　を調査

【案の３】　経営体育成基盤整備事業　星山・犬吠森地区（紫波町）
　　　　及び　地域連携道路整備事業（地域密着型）　主要地方道花巻北上線黒岩（北上市）
　　　　及び　治水施設整備事業　一級河川和賀川（西和賀町）　を調査

資料No. ３
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.

○開催日：令和５年８月１日（火）　
○対象事業
　
　① 地域連携道路整備事業（地域密着型）　主要地方道花巻北上線黒岩（北上市）
　② 治水施設整備事業　一級河川和賀川（西和賀町）

○行程
0:05 0:40 0:50

始
移動時間

着 9:25
移動時間

着 10:30
移動時間

着 12:10

0:10 1:00 1:00

※休憩含む

発 9:15 発 9:30 発 11:10 発 13:00

0:50 0:05

移動時間
着 13:10

移動時間
着 15:30

移動時間
着 15:45

0:10 1:30 0:10

※休憩含む

発 14:00 発 15:35 終

◎時間は現時点での目安であり、交通状況等により変更になる場合があります。

現地調査 正面玄関前

和賀川
(西口ﾊﾞｽ

ﾀｰﾐﾅﾙ付近)
帰庁

出発
(西口ﾊﾞｽ

ﾀｰﾐﾅﾙ付近)
黒岩 （店名）

西和賀町 盛岡駅 県庁

正面玄関前 現地調査 昼食

令和５年度公共事業評価専門委員会　現地調査行程（案の１）

県庁 盛岡駅 北上市 西和賀町
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.

○開催日：令和５年８月１日（火）　
○対象事業
　
　① 経営体育成基盤整備事業　星山・犬吠森地区（紫波町）
　② 治水施設整備事業　一級河川和賀川（西和賀町）

○行程
0:05 0:50 0:50

始
移動時間

着 9:40
移動時間

着 10:20
移動時間

着 12:10

0:10 0:35 1:00

※休憩含む

発 9:30 発 9:45 発 11:10 発 13:00

0:50 0:05

移動時間
着 13:10

移動時間
着 15:30

移動時間
着 15:45

0:10 1:30 0:10

※休憩含む

発 14:00 発 15:35 終

◎時間は現時点での目安であり、交通状況等により変更になる場合があります。

現地調査 正面玄関前

和賀川
(西口ﾊﾞｽ

ﾀｰﾐﾅﾙ付近)
帰庁

出発
(西口ﾊﾞｽ

ﾀｰﾐﾅﾙ付近)
星山・犬吠森

地区
（店名）

西和賀町 盛岡駅 県庁

正面玄関前 現地調査 昼食

令和５年度公共事業評価専門委員会　現地調査行程（案の２）

県庁 盛岡駅 紫波町 西和賀町
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.

○開催日：令和５年８月１日（火）　
○対象事業
　
　① 経営体育成基盤整備事業　星山・犬吠森地区（紫波町）
　② 地域連携道路整備事業（地域密着型）　主要地方道花巻北上線黒岩（北上市）
　③ 治水施設整備事業　一級河川和賀川（西和賀町）

○行程
0:05 0:50 0:30

始
移動時間

着 9:10
移動時間

着 9:50
移動時間

着 11:30

0:10 0:35 0:50

※休憩含む

発 9:00 発 9:15 発 10:40 発 12:00

0:45 0:50 0:05

移動時間
着 12:15

移動時間
着 14:00

移動時間
着 16:20

移動時間
着 16:35

0:15 1:00 1:30 0:10

※休憩含む ※休憩含む

発 13:00 発 14:50 発 16:25 終

◎時間は現時点での目安であり、交通状況等により変更になる場合があります。

帰庁

正面玄関前昼食 現地調査

（店名） 和賀川
(西口ﾊﾞｽ

ﾀｰﾐﾅﾙ付近)

出発
(西口ﾊﾞｽ

ﾀｰﾐﾅﾙ付近)
星山・犬吠森

地区
黒岩

北上市 西和賀町 盛岡駅 県庁

正面玄関前 現地調査 現地調査

令和５年度公共事業評価専門委員会　現地調査行程（案の３）

県庁 盛岡駅 紫波町 北上市
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令和５年度第１回公共事業評価専門委員会の審議概要 

 
 

１ 経営体育成基盤整備事業 星山・犬吠森地区（紫波町） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課の対応（回答） 

① 集積率について、当初計画時点の目標値はあ

るか。 

【農村建設課】 

集積率の目標値は、80％以上としていた。 

② 詳細調査の結果、揚水機の改修が必要となっ

たとのことだが、全県的に古い揚水機が多いと

思われるが、当初計画時点では改修を見込んで

いなかったということか。 

【農村建設課】 

 揚水機場の改修のみ当初から計画していたとこ

ろ。吸水槽等の構造物については、既設利用出来

るものと見込んでいたが、詳細調査の結果、全面

改修が必要であることが判明した。事前調査の段

階では、水門が壊れていて構造物内が冠水状態だ

ったため、十分に調査出来なかったものである。 

③ 揚水機の改修の詳細について、説明して欲し

い。 

【農村建設課】 

 第２回以降の委員会で説明する。 

 

２ 中山間地域総合整備事業（生産基盤） 霞沢地区（一関市） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課等の対応（回答） 

① 事業に関する評価指標の耕作放棄地率が事業

着手時（H25）の 5.6％から今回 0.2％に下がっ

た要因は。 

【農村建設課】 

 耕作放棄率については、事業着手時は、農業セ

ンサスのデータだったが、今年度から、各市町村

の農業委員会のデータを用いることに変更となっ

ている。農業委員会のデータでは、農家が作付け

する意思がある農地は計上されないため、農業セ

ンサスよりも数値が低くなる傾向がある。 

② 中山間地特有の地形から法面の問題について

は予見できたと思うがこのような区画整理計画

としたのはなぜか。 

【農村建設課】 

区画整理の規模については、こうした地形で

は、２～３反部を目安としている。あまり規模を

大きくすると法面勾配が急峻となり、規模が小さ

すぎると区画整理の趣旨に合わないため、規模感

については、地元との調整を踏まえて決めてい

る。 

③ 事業着手前に、今後この地域で営農を続けて

いく農家の見込み（後継者の有無等）は調査し

ているのか。 

【農村建設課】 

事業着手前には、集積率の計画を立ててハード

とソフトを合わせて事業を進めることとしてお

り、認定農業者への聞き取りなども行っている。 

 

 

 

参考資料  
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３ 中山間地域総合整備事業（一般） 愛宕地区（奥州市） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課の対応（回答） 

① 事業に関する評価指標の高齢化率は、奥州市

全体の数値か。この事業の対象地域である旧胆

沢町の高齢化率はどうか。 

【農村建設課】 

 そのとおり。胆沢地域の高齢化率は、R4 は

40％で、奥州市全体と比べて３％程度高い。 

②  この地区では、湧水の問題は今後も見込まれ

ないことでよいか。 

【農村建設課】 

 本事業は、区画整理を行うものではなく、主

に用水路の整備を行うものであることから、霞

沢地区のような大規模な湧水の問題は、今後も

発生しないと考えている。 

③ 作物生産効果及び営農経費削減効果の便益が

大きく上がっている要因は。 

【農村建設課】 

基準年の変更による労務費や機械経費の上昇

や、受益面積の増加が大きな要因である。 

④ 事業着手時（H25）に見込んでいなかった国産

農産物安定供給効果の便益とは何か。 

【農村建設課】 

 国産農産物安定供給効果は、H27 から追加され

た便益で、土地改良事業の実施によって国産農

産物が安定供給されることで、国民が感じる安

心感の効果である。 

 

４ 林道整備事業 花見舟打線（二戸市） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課等の対応（回答） 

① 整備によって得られる効果として水源涵養が

あるが、本事業の対象地域は青森県境と非常に

近く、馬淵川に入って青森県の水源になるよう

に思われるが如何か。 

【森林保全課】 

委員ご指摘のとおり、最終的には、水源が馬

淵川に合流して青森県に向かうこととなるが、

この区域の水源は、一度、二戸市に流れること

から、二戸市の森林の保水能力向上や洪水の調

整機能を果たしているものと考えている。 

② 森林整備経費縮減等便益が、他の２地区より

も大きく増加している要因は。 

【森林保全課】 

事業着手時（H25）の評価手法では、「林業専

用道」における当該便益の算定項目が少なかっ

たが、評価マニュアル改訂により算定項目が増

えたため、増加したもの。 

 

５ 林道整備事業 三田貝線（岩泉町） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課等の対応（回答） 

① 事業に関する評価指標の地元の協力体制を

「良い（５点）」と評価した理由は。 

【森林保全課】 

岩泉町については、用地や立木（りゅうぼ

く）の補償の交渉を町で行っていただいている

ことから、「良い」と評価した。 
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６ 林道整備事業 大松沢線（陸前高田市） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課等の対応（回答） 

① 

 

 工事の遅延理由が、当初想定していた岩盤層

が露出せず大量の残土が発生したとのことだ

が、未着工区間がまだ残っているが、今後も増

える可能性があるのか。 

【森林保全課】 

林道は、山間部を通る線形で延長が長いこと

から、ボーリング調査は行わず、既設道路の岩

盤面を見ながら想定岩盤線で当初設計を行って

いるが、想定していた岩盤層が出なかったた

め、残土発生量が増えている。未着工区間につ

いては、急峻な箇所があり、ある程度の残土は

見込んでいる。 

 

７ 地域連携道路整備事業（地域密着型） 主要地方道花巻北上線黒岩（北上市） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課等の対応（回答） 

① 

 

 将来交通量が、前回評価時（H30）からあまり

変化がない中で、時間短縮便益が増加している

要因は。また、拡張便益が３便益を上回ってい

るのはどういうことか。 

【道路建設課】 

 時間短縮便益の増加理由は、便益算定マニュ

アルの改訂に伴い、便益の原単位が増加したた

めである。また、拡張便益については、前回評

価時から便益項目や原単位の変更に伴う増加で

ある。 

② 時間短縮便益について、前回評価時（H30）

に、幅員の拡幅によって走行速度が上昇するた

めという説明があったと思う。その際、測定区

間の法定速度を超えた走行速度で算定している

ということだったが、今回も評価方法に変更は

ないか。 

【道路建設課】 

改良前後の設計速度の差を用いて便益を算定

しており、評価方法に変更はない。 

③ 用地交渉はすでに終わっているのか。 【道路建設課】 

 用地交渉は現在も継続している。 

④ 河川事業との連携について、事業開始当初

（H21）から連携することとなっていたのか。 

【道路建設課】 

 事業の調整は継続してきたものであり、計画

の変更については、H28 頃から河川事業との調整

の必要が生じたもの。 

⑤ 河川事業との連携の経緯と理由について、説

明して欲しい。 

【道路建設課】 

 第２回以降の委員会で説明する。 
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８ 広域河川改修事業 一級河川北上川水系夏川ほか 油島（一関市） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課等の対応（回答） 

① 

 

 事業に関する評価指標の公共施設・弱者施設

について、想定氾濫区域内の高齢者施設を指し

ていると考えられるが、この施設は宮城県に位

置する施設であり、岩手県の公共事業でありな

がら宮城県の施設を含めて良いのかという見方

も考えられるが如何か。費用便益分析について

も、宮城県の想定氾濫区域を含んでいるのであ

れば過大評価になるのではないか。 

【河川課】 

 想定氾濫区域内の高齢者施設については、本

事業は右岸側の宮城県と調整を図って実施して

いるものであり、右岸側の想定氾濫区域内に高

齢者施設があることからそのように評価したも

のである。 

 総事業費も岩手県と宮城県の事業費の合計で

あり、費用便益分析が過大評価になるとは考え

ていない。宮城県も同様の評価手法と聞いてい

る。 

② 切り分けが難しいと思うが、参考として、岩

手県側の便益と費用負担額に対する費用便益分

析を検討して欲しい。 

工事の発注方法についても教えて欲しい。 

【河川課】 

 第２回以降の委員会で説明する。 

 

９ 治水施設整備事業 一級河川和賀川 大野・内ノ沢～若畑（西和賀町） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課等の対応（回答） 

① 

 

 残土の処分地は確定しているのか。 【河川課】 

 相当なボリュームの掘削工事となっており、

処分地を一気に選定することが困難な状況であ

る。着工分について、その都度処分地を調整し

ながら進めている。 

②  事業に関する評価指標の防護人口が、事業着

手時（H26）の 102 人から今回評価で 36 人と３

分の１程度に減少しており、いずれ０人になる

のではないかという勢いで人口減少している中

で、事業期間が 10 年延長となるが、代替案の可

能性は本当に無いのか。 

【河川課】 

 河川の沿線には住宅や農地もあり、洪水が発

生すると浸水被害が発生する恐れがある。断面

確保を地域と調整して進めているところであ

り、事業費の増大はあるものの着実に進捗して

いることから引き続き河川改修が得策と考えて

いる。 

③  未着手区間に防護人口が何人いるのか検証

し、残土処分費用の増大に対して、移転費用補

償や輪中堤などの代替案が無いか、説明して欲

しい。 

【河川課】 

 第２回以降の委員会で説明する。 
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10 県単砂防事業 二級河川小本川水系 沢川目の沢（２）（岩泉町） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課等の対応（回答） 

① 

 

 応急対応の便益項目が、事業評価時（H25）か

ら大きく増加している要因は。 

【砂防災害課】 

 土石流が発生した場合の応急の土砂や流木の

撤去が見込まれるが、事業着手時はその量が未

確定だったため計上できなかったが、今回評価

時においては計上したもの。 

② 直接被害の人的被害（逸失利益）の便益項目

が、事業着手時（H25）から増加した理由は、人

口増加によるものか、単価増加によるものか。 

【砂防災害課】 

 人口は増加していない。単価増加によるも

の。＜今回訂正あり＞ 

③ 人的被害（逸失利益）の便益項目の算出方法

について、説明して欲しい。 

【砂防災害課】 

第２回以降の委員会で説明する。 

 

68


